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  １ 監査の期間 

     平成２０年８月２２日 

 

  ２ 監査の対象 

     甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合 

 

  ３ 監査の範囲 

    平成２０年４月１日から平成２０年７月３１日までの財務及び事務に関す

ること。 

 

  ４ 監査の方法 

    各種帳簿、証ひょう書類等との照合並びに事務事業、財務に関する事務の執

行状況及び運営に係る事業の管理状況経営について説明聴取等を行った。 

 

  ５ 監査の結果 

    財務に関する事務の執行及び運営に係る事務の管理は、予算の目的及び事業

計画に従い、かつ、関係法令等に準拠し、適正に処理されているものと認めら

れた。 

    なお、ごみ処理施設については、地域住民にとって必要不可欠の施設である 

   ため、組合設立の目的に沿い、最大の事業効果が得られるよう努力されたい。 
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一 般 会 計 歳 入 

 

 １ 予算執行状況 

                        （平成２０年７月３１日現在） 

  歳入状況 

                              （単位 円・％） 

款 予算現額(A) 調定額(B) 収入済額(C) 
収入末済額

(B-C) 

収入率

(C/B) 

１分担金及び 

負担金 
181,128,000 60,000,000 60,000,000 0 100.0 

２国庫支出金 28,535,000 0 0 0 0.0 

７繰越金 21,631,000 15,406,225 15,406,225 0 100.0 

８諸収入 3,000 2,972 2,972 0 100.0 

９組合債 51,366,000 0 0 0 0.0 

歳入合計 282,663,000 75,409,197 75,409,197 0 100.0 

 

 

  歳出状況 

                              （単位 円・％） 

款 予算現額(A) 支出負担行為(B) 予算残額(A-B) 
執行率

(B/A) 

１議会費 213,000 0 213,000 0.0 

２総務費 282,450,000 62,733,962 219.716,038 22.2 

歳出合計 282,633,000 62,733,962 219,929,038 22.2 
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 ２ 事業概要 

 甲府・峡東地域では、現在稼働している市・一部事務組合のごみ処理施設の使用

期限の問題から、新たなごみ処理施設建設の必要性に迫られている中、平成１７年１

２月２６日、県より、甲府市・笛吹市・山梨市・甲州市の４市に対して、「山梨県ご

み処理広域化計画Ｃブロック構想」に沿う形で、４市が共同してごみの広域的中間処

理施設の建設を進めるよう要請があり、これを受け事業主体でなる一部事務組合の設

立に向け、協議を重ねて、平成１９年２月１日、甲府市・笛吹市・山梨市・甲州市に

よる「甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合」を設立した。 

  組織は、総務課及び建設課の２課で構成され、職員は構成 4市からの派遣をうけ 

事務局長以下１０名である。 

  内訳は、甲府市 ６人・笛吹市 ２人・山梨市 １人・甲州市 １人 

 

  総務課 

   主な業務内容は、組合の庶務等及び事業の進行管理並びに組合議会、監査委員

会、公平委員会に関する事務を行っている。 

   また、契約関係事務については、公正性、競争性、透明性を確保し効率的な事

務の執行につとめている。 

   なお、会計事務については、併任による甲府市職員により処理している。 

  事業執行状況 

     事業手法検討委員会          ２回 

     事業手法検討委員会幹事会       １回 

     事業手法検討委員会先進地行政視察   １回 

 

  建設課 

   主な業務内容は、新ごみ処理施設建設に伴う、環境影響評価業務実施し、今後 

  発注予定の用地測量業務、路線測量業務、費用対効果分析業務に係る関係機関と 

  の打ち合わせ等事前調査を実施している。 

  事業執行状況 

     環境影響評価業務（平成 19年度～平成 20年度継続事業） 

     契約金額 104,780,550 円  （年度割額） 19年度 38,645,250 円 

                                               20年度 59,436,300 円 

                                               21年度  6,699,000円 

 

 ３ 要望事項 

   特になし 


